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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

また、第17期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期 

会計期間 

自平成17年 
１月１日 

至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 

至平成18年 
６月30日 

自平成19年 
１月１日 

至平成19年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 

至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
１月１日 

至平成18年 
12月31日 

売上高 （千円） － 2,984,713 3,107,667 6,026,302 6,419,534 

経常利益 （千円） － 121,741 158,759 233,688 346,909 

中間（当期）純利益 （千円） － 56,197 24,594 124,028 171,037 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － 167,500 308,100 167,500 167,500 

発行済株式総数 （株） － 2,000 9,600 2,000 8,000 

純資産額 （千円） － 759,009 1,163,258 716,145 872,509 

総資産額 （千円） － 5,010,284 5,405,477 5,025,565 5,004,747 

１株当たり純資産額 （円） － 379,504.89 121,172.78 355,572.58 109,063.68 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） － 28,098.72 2,649.94 59,603.59 21,379.71 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 2,500.00 2,000.00 

自己資本比率 （％） － 15.1 21.5 14.3 17.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 284,555 169,033 △10,416 545,387 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △157,948 18,523 △204,385 △139,060 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 45,852 282,017 333,665 △192,332 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） － 378,963 890,073 206,504 420,499 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

（人） 
－ 

(－) 

121 

(51) 

122 

(47) 

113 

(47) 

115 

(47) 



３．持分法を適用した場合の投資利益については、子会社及び関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

５．従業員数は、役員を除く中間期末（期末）就業人員数であり、出向受入社員を含んでおります。 

６．従業員数欄の（ ）は、外書きにて臨時雇用者数の中間会計期間（年間）平均雇用人員であります。 

７．当社は、平成18年８月26日付で株式１株につき４株の株式分割を行っております。 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は役員を除く就業人員であります。 

２．従業員数の欄の（ ）内の数字は、外数で当中間会計期間における臨時従業員の平均雇用人員であります。

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年６月30日現在

従業員数（人） 122（47） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、割安な円相場が維持され輸出が堅調に推移していることや企業収益の改

善、設備投資の増加などがみられ、企業部門は引続き堅調に推移しました。また、消費者物価指数は５ヶ月連続して

下落しましたが、完全失業率が４％を切ったことや、有効求人倍率が５月まで18ヶ月連続して1.0を上回るなど雇用

情勢にも明るさがみられたことなど、緩やかではありますが景気回復は継続しております。 

 当社が属する婦人靴業界におきましては、アパレルやインターネット企業など異業種からの参入、大手総合スーパ

ーによる自社開発商品の強化に加え、百貨店業界の再編など既存顧客の確保が厳しい状況が続いております。一方、

生産地につきましても国内から中国を中心とする海外生産に移行しており、「産地も売場もボーダーレス」となって

おります。ますます、ブランド力の強化、商品企画力の追求が必要な状況となっております。 

 このような環境のもと、当社では顧客のおしゃれ心を満たす商品の具現化に努め、売れ筋アイテムを企画・販売し

てまいりました。当中間会計期間につきましては、天候不順ではありましたが、季節に応じたパンプス・サンダルの

「適品」を「適時」に市場に投入したこと、小売部門における増収効果により収益性の改善がみられたこと、海外仕

入比率が向上したこと、在庫リスクを低減したこと等により業績は好調に推移いたしました。 

 なお、当中間会計期間におきましては、「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会 監査委員会報告第66号）及び繰延税金資産に係る実務指針（平成19年３月29日付「税効果会計に関する

Ｑ＆Ａ」、日本公認会計士協会公表）を厳格に適用したことから、繰延税金資産のうち、役員退職慰労引当金にかか

る税金資産を取り崩すことといたしました。これにより法人税等調整額が60百万円となりました。 

 以上の取り組みにより当中間会計期間につきましては、売上高3,107百万円（前年同期比4.1%増）、営業利益159百

万円（前年同期比50.9%増）、経常利益158百万円（前年同期比30.4%増）、中間純利益24百万円（前年同期比56.2%

減）となりました。 

 当中間会計期間における部門別経営成績は以下のとおりであります。 

なお、以下に記載の部門別営業利益は、部門別売上高から売上原価及び各部門の販売費及び一般管理費を控除した数

値であり、管理部門における販売費及び一般管理費は含んでおりません。 

 （卸売部門） 

  当中間会計期間においては、売れ筋アイテムを「適時」に市場に投入したことに加え、アパレル、自社ＷＥＢ通

販、海外など新たな流通チャネルの育成・拡大に注力いたしました。 

 以上の取り組みにより、卸売販売による売上高2,701百万円（前年同期比2.2%増）、営業利益524百万円（前年同期

比4.1%増）となりました。 

 （小売部門） 

  当中間会計期間においては、直営小売店舗２店舗（３月に静岡パルコ店及びＪＲ小岩POPO店）を新規出店し、６

月30日現在の店舗数は13店舗となりました。販売スタッフ教育の強化、本部・店舗間コミュニケーションの緊密化に

努めたほか、海外仕入比率の向上を意識した商品展開を図りました。 

 以上の取り組みにより、小売販売による売上高405百万円（前年同期比18.7％増）、営業利益25百万円（前年同期

営業損失19百万円）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて469百万円増

加し890百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因はつぎのとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、169百万円（前年同期比40.6%減）となりました。 

 主な内訳は、税引前中間純利益160百万円、仕入債務の増加額75百万円、退職給付引当金（役員退職慰労引当金

を含む。）の増加額25百万円及び減価償却費31百万円に対し、法人税等の支出115百万円によるものであります。 



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、18百万円（前年同期は157百万円の支出）となりました。 

 これは、主に投資有価証券の売却による収入56百万円に対し、有形固定資産の取得による支出27百万円及び差入

保証金の差入による支出9百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュフロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、282百万円（前年同期比515.1％増）となりました。 

 これは、主に新株の発行による収入279百万円、長期借入れによる収入500百万円に対し、長期借入金の返済によ

る支出431百万円、社債償還による支出50百万円及び配当金の支払額16百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．上記の金額には、靴付属品（靴クリーム等）の仕入金額として884千円を含んでおります。 

(2）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を販売形態別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．小売販売（直営店）の金額には、靴付属品（靴クリーム等）の販売実績として1,529千円を含んでおりま

す。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

品目別 仕入高（千円） 前年同期比（％） 

婦人靴 2,141,724 102.6 

合計 2,141,724 102.6 

販売形態別 販売高（千円） 前年同期比（％） 

婦人靴     

卸売販売（靴専門店・その他） 2,701,885 102.2 

小売販売（直営店） 405,782 118.7 

合計 3,107,667 104.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、「２．設備の新設、除却等の計画」に記載した事項を除いては、設備に重要な異動はあ

りません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、今後の事業方針及び事業計画を基本として、業績動向、人員計画、資金計画等を総合

的に勘案して策定しております。 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について、重要な変更はありません

が、以下の設備について新設が完了いたしました。 

 また、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

(1）重要な設備計画の完了 

事業所名 所在地 事業の部門別の名称 設備の内容 完了時期 

 JELLY BEANS 

静岡パルコ店 
 静岡市葵区  小売部門  小売店舗  平成19年３月 

 JELLY BEANS 

ＪＲ小岩POPO店 

 東京都 

江戸川区 
 小売部門  小売店舗  平成19年３月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格    190,000円 

引受価額    175,750円 

発行価額     144,500円    

資本組入額    87,875円 

払込金総額  281,200千円 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 32,000 

計 32,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成19年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年９月26日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,600 9,600 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 

権利内容になん

ら限定のない当

社における標準

となる株式 

計 9,600 9,600 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年２月６日

（注） 
1,600 9,600 140,600 308,100 140,600 230,600 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

天笠 悦藏 東京都台東区 3,384 35.25 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 803 8.36 

天笠 民子 東京都台東区 348 3.63 

天笠 竜蔵 東京都台東区 320 3.33 

天笠 咲子 東京都台東区 200 2.08 

安西 彩子 東京都台東区 200 2.08 

葛原 武見 神戸市長田区 180 1.88 

ＳＢＩイー・トレード証券株

式会社 自己融資口 
東京都港区六本木１－６－１ 100 1.04 

大阪証券金融株式会社（業務

口） 
大阪市中央区北浜２－４－６ 95 0.99 

ユービーエス エージー ロ

ンドン アカウント アイピ

ービー ノン セグ アカウ

ント 

AESCHENVORST ADT 48 CH-4002 BASEL 

SWITZERLAND 
90 0.94 

（常任代理人 シティバンク

銀行株式会社 証券業務部） 
（東京都品川区東品川２－３－14） 

計 － 5,720 59.58 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式             －             － － 

議決権制限株式（自己株式等）             －             － － 

議決権制限株式（その他）             －             － － 

完全議決権株式（自己株式等）             －             － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   9,600 9,600 

権利内容になんら限定

のない当社における標

準となる株式 

端株             －             － － 

発行済株式総数         9,600             － － 

総株主の議決権             － 9,600 － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

なお、平成19年２月７日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） － 438,000 244,000 410,000 347,000 320,000 

最低（円） － 212,000 189,000 205,000 263,000 261,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人

により中間監査を受けております。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成18年12月27日提出の有価証券届出書に添付されたものによっ

ております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 689,408   1,185,751 716,151   

２．受取手形 ※４ 487,020   603,264 546,199   

３．売掛金   856,260   843,165 849,114   

４．たな卸資産   236,799   187,206 197,768   

５．その他 ※６ 22,391   20,164 23,984   

貸倒引当金   △28,400   △13,400 △13,500   

流動資産合計     2,263,480 45.2 2,826,152 52.3   2,319,718 46.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物 ※２ 929,046   876,947 891,583   

(2）土地 ※２ 1,479,999   1,479,999 1,479,999   

(3）その他 ※２ 48,818   36,209 32,150   

有形固定資産合計   2,457,864   2,393,156 2,403,734   

２．無形固定資産   7,700   6,897 7,000   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   86,927   38,527 85,764   

(2）その他   211,251   156,022 205,360   

貸倒引当金   △16,940   △15,279 △16,830   

投資その他の資産合
計 

  281,238   179,270 274,294   

固定資産合計     2,746,803 54.8 2,579,325 47.7   2,685,028 53.6

資産合計     5,010,284 100.0 5,405,477 100.0   5,004,747 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※４ 1,088,182   1,214,777 1,105,462   

２．買掛金   224,481   228,062 262,311   

３．１年内返済予定長期
借入金 

※2,5 896,750   920,911 878,632   

４．１年内償還予定社債   100,000   50,000 100,000   

５．未払法人税等   58,680   79,541 120,023   

６．役員賞与引当金   －   5,000 －   

７．返品調整引当金   8,100   6,200 6,900   

８．その他 ※６ 142,600   171,274 141,568   

流動負債合計     2,518,795 50.3 2,675,766 49.5   2,614,896 52.3

Ⅱ 固定負債           

１．社債   50,000   － －   

２．長期借入金 ※2,5 1,466,197   1,322,136 1,296,131   

３．退職給付引当金   68,191   78,311 71,609   

４．役員退職慰労引当金   143,720   166,005 146,825   

５．その他   4,370   － 2,775   

固定負債合計     1,732,478 34.6 1,566,453 29.0   1,517,341 30.3

負債合計     4,251,274 84.9 4,242,219 78.5   4,132,237 82.6

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     167,500 3.3 308,100 5.7   167,500 3.3

２．資本剰余金           

(1）資本準備金   90,000   230,600 90,000   

資本剰余金合計     90,000 1.8 230,600 4.3   90,000 1.8

３ 利益剰余金           

(1）その他利益剰余金           

別途積立金   68,035   68,035 68,035   

繰越利益剰余金   421,877   545,312 536,717   

利益剰余金合計     489,912 9.8 613,347 11.3   604,752 12.1

株主資本合計     747,412 14.9 1,152,047 21.3   862,252 17.2

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評価
差額金 

    11,597 0.2 11,211 0.2   10,256 0.2

評価・換算差額等合計     11,597 0.2 11,211 0.2   10,256 0.2

純資産合計     759,009 15.1 1,163,258 21.5   872,509 17.4

負債純資産合計     5,010,284 100.0 5,405,477 100.0   5,004,747 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     2,984,713 100.0 3,107,667 100.0 6,419,534 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,106,138 70.6 2,151,586 69.2 4,521,474 70.4 

売上総利益     878,575 29.4 956,080 30.8 1,898,060 29.6 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

    773,010 25.9 796,764 25.7 1,567,202 24.4 

営業利益     105,564 3.5 159,315 5.1 330,857 5.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１   52,579 1.8 54,080 1.8 112,812 1.7 

Ⅴ 営業外費用 ※２   36,402 1.2 54,637 1.8 96,760 1.5 

経常利益     121,741 4.1 158,759 5.1 346,909 5.4 

Ⅵ 特別利益     4,590 0.1 8,550 0.3 18,944 0.3 

Ⅶ 特別損失 ※3,4   18,819 0.6 6,885 0.2 47,526 0.7 

税引前中間 
(当期）純利
益 

    107,512 3.6 160,424 5.2 318,327 5.0 

法人税、住民
税及び事業税 

  55,500     75,600 163,800     

法人税等調整
額 

  △4,184 51,315 1.7 60,230 135,830 4.4 △16,509 147,290 2.3 

中間（当期）
純利益 

    56,197 1.9 24,594 0.8 171,037 2.7 

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 （注） 平成18年３月29日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金合
計 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計 

別途積立金 
繰越利益剰余
金 

平成17年12月31日残高（千円） 167,500 90,000 90,000 68,035 375,680 443,715 701,215 

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）   △5,000 △5,000 △5,000 

利益処分による役員賞与金 
（注） 

  △5,000 △5,000 △5,000 

中間純利益   56,197 56,197 56,197 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

    

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － 46,197 46,197 46,197 

平成18年６月30日残高（千円） 167,500 90,000 90,000 68,035 421,877 489,912 747,412 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成17年12月31日残高（千円） 14,929 14,929 716,145 

中間会計期間中の変動額 

剰余金の配当（注） △5,000 

利益処分による役員賞与金 
（注） 

△5,000 

中間純利益 56,197 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△3,332 △3,332 △3,332 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△3,332 △3,332 42,864 

平成18年６月30日残高（千円） 11,597 11,597 759,009 



当中間会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日） 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金合
計 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計 

別途積立金 
繰越利益剰余
金 

平成18年12月31日残高（千円） 167,500 90,000 90,000 68,035 536,717 604,752 862,252

中間会計期間中の変動額     

 新株の発行 140,600 140,600 140,600   281,200

剰余金の配当   △16,000 △16,000 △16,000

中間純利益   24,594 24,594 24,594

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

    

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

140,600 140,600 140,600 － 8,594 8,594 289,794

平成19年６月30日残高（千円） 308,100 230,600 230,600 68,035 545,312 613,347 1,152,047

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年12月31日残高（千円） 10,256 10,256 872,509

中間会計期間中の変動額 

 新株の発行 281,200

剰余金の配当 △16,000

中間純利益 24,594

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

955 955 955

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

955 955 290,749

平成19年６月30日残高（千円） 11,211 11,211 1,163,258



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 （注） 平成18年３月29日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金合
計 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計 

別途積立金 
繰越利益剰余
金 

平成17年12月31日残高（千円） 167,500 90,000 90,000 68,035 375,680 443,715 701,215

事業年度中の変動額     

剰余金の配当（注）   △5,000 △5,000 △5,000

利益処分による役員賞与金 
（注） 

  △5,000 △5,000 △5,000

当期純利益   171,037 171,037 171,037

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

    

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － 161,037 161,037 161,037

平成18年12月31日残高（千円） 167,500 90,000 90,000 68,035 536,717 604,752 862,252

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成17年12月31日残高（千円） 14,929 14,929 716,145

事業年度中の変動額 

剰余金の配当（注） △5,000

利益処分による役員賞与金 
（注） 

△5,000

当期純利益 171,037

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△4,673 △4,673 △4,673

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△4,673 △4,673 156,364

平成18年12月31日残高（千円） 10,256 10,256 872,509



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税引前中間（当期）純利益   107,512 160,424 318,327 

減価償却費   37,262 31,706 74,363 

減損損失   8,529 6,500 24,056 

役員賞与引当金の増加額   － 5,000 － 

退職給付引当金の増加額   3,218 6,701 6,637 

役員退職慰労引当金の増加額   21,987 19,180 25,092 

貸倒引当金の減少額   △48,867 △1,650 △63,877 

返品調整引当金の増減額（減少：
△） 

  100 △700 △1,100 

受取利息及び受取配当金   △1,821 △2,908 △2,990 

支払利息   26,615 24,551 52,030 

株式交付費   － 1,466 － 

投資有価証券売却益   － △6,500 － 

固定資産除却損   10,290 384 23,469 

売上債権の増減額（増加：△）   244,874 △50,432 192,956 

たな卸資産の減少額   22,471 10,562 61,502 

仕入債務の増減額（減少：△）   △97,418 75,066 △42,310 

未払金の増加額   33,657 29,303 12,336 

役員賞与の支払額   △5,000 － △5,000 

その他   △21,810 △2,563 △7,983 

小計   341,601 306,093 667,511 

利息及び配当金の受取額   1,843 2,842 2,986 

利息の支払額   △28,362 △23,946 △52,718 

法人税等の支払額   △30,527 △115,955 △72,391 

営業活動によるキャッシュ・フロー   284,555 169,033 545,387 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の預入による支出   △97,550 △156,026 △243,805 

定期預金の払戻しによる収入   96,000 156,000 257,048 

投資有価証券の売却による収入   － 56,500 － 

有形固定資産の取得による支出   △134,966 △27,063 △145,643 

差入保証金の返還による収入   3,606 － 21,112 

差入保証金の差入による支出   △23,172 △9,142 △24,402 

その他   △1,865 △1,744 △3,369 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △157,948 18,523 △139,060 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

長期借入れによる収入   580,000 500,000 880,000 

長期借入金の返済による支出   △479,148 △431,716 △967,332 

社債償還による支出   △50,000 △50,000 △100,000 

株式の発行による収入   － 279,733 － 

配当金の支払額   △5,000 △16,000 △5,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー   45,852 282,017 △192,332 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   172,459 469,573 213,994 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   206,504 420,499 206,504 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※ 378,963 890,073 420,499 

          



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は総平均

法により算定）を採用して

おります。  

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定）を採用しており

ます。 

  時価のないもの 

 総平均法による原価法を

採用しております。  

時価のないもの 

     同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法  

(2）デリバティブ 

      同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品 

先入先出法による原価法 

(3）たな卸資産 

商品 

     同左 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法  

貯蔵品 

     同左  

貯蔵品 

同左  

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設

備を除く）については定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物     ３年～50年 

構築物    10年～15年 

車両     ５年～６年 

器具及び備品 ３年～20年  

(1）有形固定資産 

      同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。  

(2）無形固定資産 

      同左 

  

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法によっております。  

(3）長期前払費用 

      同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

３．繰延資産の処理方法 ―――――――― 株式交付費 

 支出時に全額費用として処理

しております。 

株式交付費 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、ま

た、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。  

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当中間会計期間末にお

ける退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。  

(2）退職給付引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

  (3）返品調整引当金 

 商品の返品に伴う損失に備

えるため、返品の実績率によ

り、損失見込額を計上してお

ります。 

  

(3）返品調整引当金 

同左 

(3）返品調整引当金 

同左 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく当

中間会計期間末要支給額を計

上しております。  

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

  (5）  ―――――――― 

  

(5）役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、役員賞

与支給見込み額の当中間会計

期間負担額を計上しておりま

す。  

(5）  ―――――――― 

  

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。  

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。  

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。  

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税引前中間純利益

は8,529千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。  

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これにより税引前当期純利益は

24,056千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、

759,009千円であり、この適用による増減は

ありません。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。  

────── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、

872,509千円であり、この適用による増減は

ありません。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

────── 

  

（有形固定資産の減価償却の方法） 

 当中間会計期間より、平成19年税制改正に

伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産については、改正後の法人税法に基

づく減価償却方法によっております。 

 なお、この変更による当中間会計期間の損

益に与える影響は軽微であります。  

────── 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  305,403千円   333,519千円   313,412千円

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

現金及び預金 109,594千円

建物 851,376千円

土地 1,254,651千円

構築物（有形固定資産

「その他」） 
3,984千円

計 2,219,606千円

現金及び預金 109,620千円

建物 811,790千円

土地 1,375,225千円

構築物（有形固定資産

「その他」） 
3,403千円

計 2,300,039千円

現金及び預金 109,594千円

建物 830,324千円

土地 1,375,225千円

構築物（有形固定資産

「その他」） 
3,670千円

計 2,318,814千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

１年内返済予定長期借

入金 
270,482千円

長期借入金 775,594千円

計 1,046,076千円

１年内返済予定長期借

入金 
278,104千円 

長期借入金 677,216千円 

計   955,320千円 

１年内返済予定長期借

入金 
272,418千円

長期借入金 774,141千円

計 1,046,560千円

 ３ 偶発債務  ３ ─────── ３ 偶発債務 

受取手形割引高 209,953千円     受取手形割引高 99,935千円

※４ ─────── ※４ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間会計期間末

日が金融機関の休日であったため、次

の中間期末日満期手形が中間期末残高

に含まれております。 

※４ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当期末日が金融機関

の休日であったため、次の期末日満期

手形が期末残高に含まれております。 

     受取手形 2,563千円 

 支払手形 120,692千円 

 受取手形 1,985千円 

※５ ─────── ※５ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため株式会社みずほ銀行及び

株式会社三井住友銀行をアレンジャー、

株式会社みずほ銀行をエージェントと

し、また、貸付人をアレンジャー及び株

式会社三菱東京ＵＦＪ銀行とするコミッ

ト期間付シンジケートローン契約を締結

しております。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高はありま

せん。 

※５ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため株式会社みずほ銀行及び

株式会社三井住友銀行をアレンジャー、

株式会社みずほ銀行をエージェントと

し、また、貸付人をアレンジャー及び株

式会社三菱東京ＵＦＪ銀行とするコミッ

ト期間付シンジケートローン契約を締結

しております。これら契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次の通りで

あります。 

  貸出コミットメントの

総額 
800,000千円 

借入実行残高 800,000千円 

差引額 － 千円 

貸出コミットメントの

総額 
800,000千円 

借入実行残高 300,000千円 

差引額 500,000千円 

※６ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動資産の「その他」に含めて表示し

ております。 

※６ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。 

※６ ─────── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

仕入割引 41,570千円 仕入割引 43,392千円 仕入割引 91,306千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 26,615千円 支払利息 24,551千円

株式交付費 1,466千円

公開費用 25,306千円

支払利息 52,030千円

シンジケートローン 

手数料 
20,000千円

※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 10,290千円

減損損失 8,529千円

減損損失 6,500千円 固定資産除却損 23,469千円

減損損失 24,056千円

※４ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

※４ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

※４ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上しま

した。 

 当社は事業形態の違いにより、大きく

は卸売事業と小売事業にグルーピング

し、小売事業（直営店事業）は各店舗別

にグルーピングしております。 

 直営店のうち、閉店を決定している２

店舗につき当該店舗設備残高を減損損

失（8,529千円）として特別損失に計上

いたしました。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

は正味売却価額により測定しており、建

物については、正味売却価額は零として

おります。 

地域 主な用途 種類 
金額 

（千円） 

大阪 直営店設備 建物 6,992 

九州 〃 〃 1,536 

 当社は事業形態の違いにより、大きく

は卸売事業と小売事業にグルーピング

し、小売事業（直営店事業）は各店舗別

にグルーピングしております。 

 直営店のうち、営業活動から生じる利

益が継続的にマイナスであり、今後の収

益改善が困難視される１店舗について、

当該店舗設備残高を減損損失(6,500千

円)として特別損失に計上いたしまし

た。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

は正味売却価額により測定しており、建

物及び器具備品については、正味売却価

額は零としております。 

地域 主な用途 種類 
金額 

（千円） 

栃木 直営店設備 建物 6,089

    器具備品 410

    合計 6,500

 当社は事業形態の違いにより、大きく

は卸売事業と小売事業にグルーピング

し、小売事業（直営店事業）は各店舗別

にグルーピングしております。 

 直営店のうち２店舗につき、当中間会

計期間末に閉店による除却損の発生が見

込まれたため、当該店舗設備残高を減損

損失(8,529千円）として特別損失に計上

しております（当事業年度に除却済）。 

 また、営業活動から生じる利益が継続

的にマイナスであり、今後の収益改善が

困難視される３店舗についても、当該店

舗設備残高を減損損失(15,526千円)とし

て特別損失に計上いたしました。  

 なお、当資産グループの回収可能価額

は正味売却価額により測定しており、建

物及び器具備品については、正味売却価

額は零としております。  

地域 主な用途 種類 
金額 

（千円） 

大阪 直営店設備 建物 6,992

九州 〃  〃 1,536

東京 〃 建物 4,939

    器具備品 3,795

    合計 8,734

栃木 〃 建物 5,422

    器具備品 1,369

    合計 6,792

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 36,260千円

無形固定資産 702千円

有形固定資産 30,755千円

無形固定資産 650千円

有形固定資産 72,361千円

無形固定資産 1,402千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の増加1,600株は、平成19年２月６日を払込期日とする有償一般募集増資によるものであります。  

  

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 2,000 － － 2,000 

合 計 2,000 － － 2,000 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 5,000 2,500 平成17年12月31日 平成18年３月29日

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注） 8,000 1,600 － 9,600 

合 計 8,000 1,600 － 9,600 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月28日 

定時株主総会 
普通株式 16,000 2,000 平成18年12月31日 平成19年３月29日



前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の増加6,000株は、平成18年８月26日付の株式分割（普通株式１株につき４株）によるものであります。 

  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注） 2,000 6,000 － 8,000 

合 計 2,000 6,000 － 8,000 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 5,000 2,500 平成17年12月31日 平成18年３月29日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月28日 

定時株主総会 
普通株式 16,000 利益剰余金 2,000 平成18年12月31日 平成19年３月29日

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成18年６月30日現在） （平成19年６月30日現在） （平成18年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 689,408千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金他 
△310,444千円

現金及び現金同等物 378,963千円

現金及び預金勘定 1,185,751千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金他 
△295,678千円

現金及び現金同等物 890,073千円

現金及び預金勘定 716,151千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金他 
△295,651千円

現金及び現金同等物 420,499千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他（器具
及び備品） 

130,916 43,058 87,858 

無形固定資産 
（ソフトウェ
ア） 

41,425 9,008 32,416 

合計 172,342 52,066 120,275 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他（器具
及び備品） 

141,428 62,752 78,676

無形固定資産 
（ソフトウェ
ア） 

42,443 17,460 24,983

合計 183,872 80,212 103,659

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

その他（器具
及び備品） 

132,300 54,270 78,030

無形固定資産 
（ソフトウェ
ア） 

42,443 13,216 29,227

合計 174,744 67,486 107,258

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等  

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 34,057千円

１年超 88,459千円

合計 122,517千円

１年内 36,701千円

１年超 69,577千円

合計 106,278千円

１年内 34,602千円

１年超 75,177千円

合計 109,780千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 18,636千円

減価償却費相当額 17,649千円

支払利息相当額 1,343千円

支払リース料 19,447千円

減価償却費相当額 18,388千円

支払利息相当額 1,205千円

支払リース料 36,953千円

減価償却費相当額 35,017千円

支払利息相当額 2,584千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。  

４．減価償却費相当額の算定方法 

        同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。  

５．利息相当額の算定方法 

        同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあ

りません。  

（減損損失について） 

        同左 

（減損損失について）  

        同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年６月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年６月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成18年12月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 15,971 35,527 19,556 

合計 15,971 35,527 19,556 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 51,400 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 18,221 37,127 18,906 

合計 18,221 37,127 18,906 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 1,400 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 17,068 34,364 17,295 

合計 17,068 34,364 17,295 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 51,400 



（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

対象物の種
類 

取引の種類 

前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

金利 
金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
400,000 △4,370 △4,370 400,000 △1,004 △1,004 400,000 △2,775 △2,775 

合計 400,000 △4,370 △4,370 400,000 △1,004 △1,004 400,000 △2,775 △2,775 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 379,504円89銭

１株当たり中間純利

益金額 
28,098円72銭

１株当たり純資産額 121,172円78銭

１株当たり中間純利

益金額 
2,649円94銭

１株当たり純資産額 109,063円68銭

１株当たり当期純利

益金額 
21,379円71銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左 

  また、当社は、平成18年８月26日付

で株式１株につき４株の株式分割を行

っております。 

  なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間会計期間

における１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 94,876円22銭

１株当たり中間純利

益金額 
7,024円68銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 また、当社は、平成18年８月26日付

で株式１株につき４株の株式分割を行

っております。 

 なお、当株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度におけ

る1株当たり情報については、以下の

とおりとなります。  

１株当たり純資産額 88,893円14銭

１株当たり当期純利

益金額 
14,900円87銭

  
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

中間（当期）純利益     （千円） 56,197 24,594 171,037 

普通株主に帰属しない金額  （千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

              （千円） 
56,197 24,594 171,037 

期中平均株式数        （株） 2,000 9,281 8,000 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．株式分割による新株式の発行 

 平成18年８月８日開催の取締役

会の決議に基づき次のように株式

分割による新株式を発行しており

ます。 

────── ────── 

(1）平成18年８月26日をもって普

通株式１株につき４株に分割し

ております。 

①分割により増加する株式数 

普通株式      6,000株 

②分割方法 

 平成18年８月26日最終の株

主名簿に記載又は記録された

株主の保有株式数を、１株に

つき４株の割合をもって分割

しております。 

    

  

 (２) 配当起算日 平成18年１月１日 

 当社株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報及び当期首

に行われたと仮定した場合の当中

間会計期間における１株当たり情

報は、それぞれ以下のとおりとな

ります。 

    

当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

94,876円22銭 88,893円14銭 

１株当たり中間
純利益金額 

１株当たり当期
純利益金額 

7,024円68銭 14,900円87銭 

 なお、潜在株
式調整後１株当
たり中間純利益
金額について
は、潜在株式が
存在しないため
記載しておりま
せん。 

 なお、潜在株
式調整後１株当
たり当期純利益
金額について
は、潜在株式が
存在しないため
記載しておりま
せん。 

    

 



前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

２．当社は、平成18年８月８日開催の

取締役会決議に基づき、長期運転資

金を使途とするため、株式会社みず

ほ銀行及び株式会社三井住友銀行を

アレンジャー、株式会社みずほ銀行

をエージェントとし、また、貸付人

をアレンジャー及び株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行とするコミット期間付

きシンジケートローン契約（総コミ

ット金額800,000千円）を平成18年

９月６日に締結いたしました。 

 なお、当該シンジケートローンの

主な契約内容は以下のとおりであり

ます。 

契約期間   ：５年間 

コミット期間 ：契約締結の日より

１年間 

金利     ：全銀協TIBOR＋

1.00％ 

担保・保証  ：無担保、無保証 

────── ────── 

──────  ────── 新株式の発行  

 平成18年12月27日、平成19年１月17

日及び平成19年１月26日開催の取締役

会において、下記のとおり新株式の発

行を決議し、平成19年２月６日に払込

が完了いたしました。 

 この結果、資本金は308,100千円、発

行済株式総数は9,600株となっており

ます。 

①募集方法：一般募集 

      （ブックビルディング 

       方式による募集）  

②発行する株式の種類及び数： 

      普通株式 1,600株 

③発行価格：１株につき 190,000円 

 一般募集はこの価格にて行いまし 

 た。 

④引受価額：１株につき 175,750円 

 この価額は当社が引受人より１株 

 当たりの新株式払込金として受取 

 った金額であります。 

 なお、発行価格と引受価額との差 

 額の総額は、引受人の手取金とな 

 ります。 

⑤発行価額：１株につき 144,500円  

     （資本組入額 87,875円） 

⑥発行価額の総額：  231,200千円 

⑦払込金額の総額：  281,200千円  

⑧資本組入額の総額： 140,600千円 

⑨払込期日：平成19年２月６日  

⑩資金の使途：直営店の出店資金及 

       び運転資金に充当  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成19年１月18日及び平成19年１月29日関東財務局長に提出。 

 平成18年12月27日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第17期）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）平成19年３月28日関東財務局長に提出。

(3）臨時報告書 

 平成19年７月18日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象)の

規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月27日 

株式会社アマガサ  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 柏嵜 周弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小田 哲生  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アマガサの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第17期事業年度の中間会計期間（平成18年１月１日から平成

18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アマガサの平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年１月１日

から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年８月８日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年８月26日付けで普

通株式１株につき４株とする株式分割を行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年９月25日 

株式会社 アマガサ  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 柏嵜 周弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小田 哲生  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アマガサの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第18期事業年度の中間会計期間（平成19年１月１日から平成

19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アマガサの平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年１月１日

から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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